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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第52期

第１四半期累計期間
第53期

第１四半期累計期間
第52期

会計期間
自  平成22年 9月 1日
至  平成22年11月30日

自  平成23年 9月 1日
至  平成23年11月30日

自  平成22年9月 1日
至  平成23年8月31日

売上高 (百万円) 37,144 37,791 158,982

経常利益 (百万円) 3,371 3,574 16,247

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,757 2,412 7,727

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 16,533 16,533 16,533

発行済株式総数 (千株) 51,389 51,389 51,389

純資産額 (百万円) 164,802 171,387 170,207

総資産額 (百万円) 207,875 217,529 216,951

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 35.50 48.74 156.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － 156.09

１株当たり配当額 (円) － － 35.00

自己資本比率 (％) 79.3 78.8 78.4

(注) 1　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　 2　売上高には、消費税等は含まれておりません。

3　持分法を適用した場合の投資利益は関連会社が存在しないため、記載しておりません。

4　第52期第1四半期累計期間および第53期第1四半期累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

　
２ 【事業の内容】

　当第1四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第1四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。　

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)経営成績の分析

当第1四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興に伴い、企業の生産活動や個人消

費が持ち直し、緩やかな回復基調で推移いたしましたが、欧州の財政不安に端を発した世界的な株価の低

迷、円高の長期化の影響により景気の先行きは不透明なまま推移いたしました。

小売業界におきましては、異業種を含めた企業間競争の激化が継続しており、依然として非常に厳しい経

営環境となっております。　

このような状況のもと当社は、様々な販売企画を行いながら地域のお客様に支持される店作りを実行す

るため、感謝と奉仕の精神から「サービス日本一を目指す」を基本方針とした営業活動を継続して行って

まいりました。

店舗の状況といたしましては、平成23年10月10日に永年ご愛顧いただきました川口芝店(埼玉県川口市)

家具単独店を閉店いたしました。

売上高につきましては、377億9千1百万円(前年同四半期比1.7%増)、売上総利益125億8百万円(前年同四半

期比2.9%増)、売上総利益率33.1%(前年同四半期比0.4ポイント増)となりました。

また、販売費及び一般管理費は、給与手当・従業員賞与等の増加もあり94億8千5百万円(前年同四半期比

2.7%増)、対売上高比率は25.1%(前年同四半期比0.2ポイント増)となりました。

この結果、営業利益30億2千2百万円(前年同四半期比3.6%増)、経常利益35億7千4百万円(前年同四半期比

6.0%増)、四半期純利益24億1千2百万円(前年同四半期比37.3%増)となり、増収増益となりました。

セグメントの業績のうち報告セグメントについては、次のとおりであります。

家具・ホームファッション用品は、売上高111億1千4百万円(前年同四半期比7.1%増)で全体の売上高に占

める構成比は29.4%、売上総利益は49億1千3百万円(前年同四半期比7.2%増)となりました。

ホームセンター用品は、売上高266億7千6百万円(前年同四半期比0.3%減)で全体の売上高に占める構成比

は70.6%、売上総利益は75億9千5百万円(前年同四半期比0.3%増)となりました。
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(２)財政状態の分析

当第1四半期会計期間末の総資産は、2,175億2千9百万円となり、前事業年度末に比べ5億7千7百万円増加

となりました。これは主に受取手形及び売掛金が6億8千3百万円増加、商品及び製品が18億1千9百万円増加

し、有形固定資産が1億2千1百万円減少、現金及び預金が12億1千5百万円減少、有価証券が5億2千8百万円減

少したことによるものです。

負債の部は、461億4千1百万円となり、前事業年度末に比べ6億2百万円減少となりました。これは主に未払

費用が5億5千2百万円増加、前受金が4億1千7百万円増加、長期預り金が2億2千6百万円増加し、未払法人税等

が17億6千1百万円減少したことによるものです。

純資産の部は、1,713億8千7百万円となり、前事業年度末に比べ11億8千万円増加となりました。これは主

に利益剰余金が15億4千6百万円増加したことによるものです。

　
(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　
(４)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 178,781,799

計 178,781,799

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年11月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年1月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,389,104 51,389,104
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。単元
株式数は100株であります。

計 51,389,104 51,389,104― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年9月1日～
平成23年11月30日

― 51,389 ― 16,533 ― 19,344

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年8月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

　
① 【発行済株式】

  平成23年8月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　
　　　　　1,887,600　

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

49,422,000
494,220 同上

単元未満株式
普通株式

79,504
― 同上

発行済株式総数 51,389,104― ―

総株主の議決権 ― 494,220 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権1個)が含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式54株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

   平成23年8月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社島忠

埼玉県さいたま市西区
三橋5-1555

1,887,600― 1,887,6003.67

計 ― 1,887,600― 1,887,6003.67

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間までの役員の異動は、ありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間(平成23年9月1日から

平成23年11月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平成23年9月1日から平成23年11月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年８月31日)

当第１四半期会計期間
(平成23年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,618 21,403

受取手形及び売掛金 4,510 5,193

有価証券 13,760 13,232

商品及び製品 17,903 19,723

その他 6,218 6,547

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 65,005 66,094

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 56,148 57,051

土地 65,364 65,067

その他（純額） 4,426 3,699

有形固定資産合計 125,940 125,818

無形固定資産 546 283

投資その他の資産

その他 25,665 25,539

貸倒引当金 △206 △206

投資その他の資産合計 25,459 25,333

固定資産合計 151,946 151,434

資産合計 216,951 217,529

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 30,050 30,090

未払法人税等 3,519 1,757

引当金 684 343

その他 6,982 7,976

流動負債合計 41,236 40,167

固定負債

引当金 1,610 1,671

資産除去債務 1,522 1,716

その他 2,374 2,586

固定負債合計 5,507 5,974

負債合計 46,743 46,141
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年８月31日)

当第１四半期会計期間
(平成23年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,533 16,533

資本剰余金 19,344 19,344

利益剰余金 142,774 144,320

自己株式 △6,129 △6,129

株主資本合計 172,522 174,069

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,338 △2,705

評価・換算差額等合計 △2,338 △2,705

新株予約権 23 23

純資産合計 170,207 171,387

負債純資産合計 216,951 217,529
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期累計期間
(自 平成22年９月１日
　至 平成22年11月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年９月１日
　至 平成23年11月30日)

売上高 37,144 37,791

売上原価 24,989 25,283

売上総利益 12,154 12,508

販売費及び一般管理費 9,237 9,485

営業利益 2,916 3,022

営業外収益

受取利息 22 12

受取配当金 14 11

受取賃貸料 965 1,075

その他 185 282

営業外収益合計 1,188 1,382

営業外費用

為替差損 11 －

賃貸費用 676 761

その他 45 69

営業外費用合計 733 830

経常利益 3,371 3,574

特別利益

固定資産売却益 2 635

特別利益合計 2 635

特別損失

固定資産除売却損 36 13

減損損失 － 49

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 333 －

その他 5 －

特別損失合計 374 62

税引前四半期純利益 2,999 4,147

法人税等 1,241 1,734

四半期純利益 1,757 2,412
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【会計方針の変更等】

当第１四半期累計期間
(自  平成23年9月1日  至  平成23年11月30日)

(会計方針の変更）

　当第1四半期会計期間より、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第2号　平成22年6月30日)

及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第4号　平成22年6月30日)を適

用しております。

　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オ

プションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評

価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　なお、これによる影響はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期累計期間

(自  平成23年9月1日  至  平成23年11月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第1四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【追加情報】

当第１四半期累計期間
(自  平成23年9月1日  至  平成23年11月30日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第1四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月4日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期累

計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。　

　
　　　　　前第1四半期累計期間

(自　　平成22年 9月 1日
至　　平成22年11月30日)

　　　　　当第1四半期累計期間
(自　　平成23年 9月 1日
至　　平成23年11月30日)

減価償却費 　　　　　　　　　　1,137百万円 　　　　　　　　　　1,093百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自  平成22年9月1日  至  平成22年11月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月25日
定時株主総会

普通株式 866 17.50平成22年8月31日 平成22年11月26日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。　

　

当第１四半期累計期間(自  平成23年9月1日  至  平成23年11月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月24日
定時株主総会

普通株式 866 17.50平成23年8月31日 平成23年11月25日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。　
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(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はあ

りません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はあ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

関連会社が存在しないため、記載すべき事項はありません。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期累計期間(自  平成22年9月1日  至  平成22年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　
家具・

ホームファッション用品
ホームセンター用品 計

売上高 　 　 　

　外部顧客への売上高 10,375 26,769 37,144

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

－ － －

計 10,375 26,769 37,144

セグメント利益 4,583 7,571 12,154

(注)セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期累計期間(自  平成23年9月1日  至  平成23年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　
家具・

ホームファッション用品
ホームセンター用品 計

売上高 　 　 　

　外部顧客への売上高 11,114 26,676 37,791

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

－ － －

計 11,114 26,676 37,791

セグメント利益 4,913 7,595 12,508

(注)セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。

　
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

　　該当事項はありません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成22年 9月 1日
至  平成22年11月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成23年 9月 1日
至  平成23年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 35円50銭 48円74銭

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 1,757 2,412

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,757 2,412

普通株式の期中平均株式数(千株) 49,502 49,501

(注)潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

当第1四半期会計期間(自　平成23年9月1日　至　平成23年11月30日）

平成23年12月2日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を

改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するため

に必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、法人税率が変更される

こととなりました。これに伴い繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率も変更さ

れることとなります。

なお、この変更による影響額は軽微となる見込みです。

　

２ 【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年1月13日

株式会社島忠

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士  　轟　　　　　芳　　英　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内　　田　　和　　男　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社島忠の平成23年9月1日から平成24年8月31日までの第53期事業年度の第１四半期会計期間(平成23年9月1

日から平成23年11月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年9月1日から平成23年11月30日まで)に係る
四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社島忠の平成23年11月30日現在の財政状態及び
同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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